平成20年

(問1)土地改良区に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1土地改良区が行う土地改良事業による利益は、個々の農地が受けることとなることから、組合員は、個々の農地の所有者でなければならない。

2土地改良区が行う維持管理事業により受益を受ける者は、非農家であってもその組合員となって管理費を負担しなければならない。

3いわゆる小作地における組合員は、特段の手続きを経ることなく、所有者と使用収益権者とが相談して決めることができる。

4土地改良区は、土地改良法を根拠として、土地改良事業を行うことを目的に設立される法人である。

解答

1組合員は地区内の３条資格者　農地 自作地は所有者　小作地原則として使用収益者　　非農地は　所有者

2組合員は地区内の３条資格者（原則として使用収益者）　特定受益者には別途手続きが必要

3 小作地の組合員は、原則使用収益権者である
4妥当
(問2)土地改良事業に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1土地改良事業は、受益農家等の申請を基本としているが、埋立て、干拓等のように申請によらない事業もある。

2災害復旧工事は、農用地だけではなく、土地改良施設もその対象となっている。

3土地改良区が土地改良施設の維持管理事業を行う場合には、土地改良事業計画(維持管理事業計画)を作成して行わなければならない。

4土地改良事業は、農用地を対象としていることから、非農用地を取り込んだ事業は実施できない。

解答

4非農地も対象にできる （区画整理、農用地の造成）
(問3)土地改良事業の実施手続き等に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1災害復旧工事は、その緊急性からすべての手続きが工事後となっても、差し支えない。

2土地改良区が行う土地改良事業にあっては、いわゆる地域住民の意見聴取は要件とされていない。

3土地改良事業計画は、土地改良事業の施行に関する基本的な要件に適合するものとなるよう定めなければならない。

4土地改良施設の維持管理事業も土地改良事業であるので、当該施設の新設時と同様の手続きを必要とされている。

解答

1 土地改良区営の場合は、総会の決議を得て応急工事計画を定め、知事の許可が必要である。国県営は、応急工事計画を定めて行える
(問4)土地改良事業の施行に関する基本的な要件に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1土地改良事業の受益農家が負担することとなる金額が、その経済状況からみて、負担能力の限度を超えないものでなければならない。

2土地改良事業のすべての効用がそのすべての費用を償うものでなければならない。

3都道府県営土地改良事業規模以下の土地改良事業にあっては、この基本的な要件は、条例に委ねられている。

4土地改良事業の施行が、技術的に可能なものでなければならない。

解答

3　土地改良事業の手続等は、法の定めるところにより処理される。
(問5)土地改良施設の管理に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1土地改良施設を新設する際の同意には、当然、その管理の同意も包含されていると解されるので、当該施設の管理を行うときに改めての同意は要しない。

2国県営土地改良事業により生じた土地改良施設の管理については、その太宗を土地改良区が担っている。

3土地改良事業の施行に当たっての原則に環境との調和への配慮が位置付けられたことから、土地改良施設の管理は、地方公共団体が行うことが原則となった。

4土地改良施設の有する公共性、公益性に鑑み、土地改良施設の管理に要する経費については、すべて助成措置が講じられている。

解答

1再度、管理についても同意が必要

3土地改良区　土地改良施設の管理主体に影響を及ぼすものではない
4 助成措置が講じられている土地改良施設は、一定の要件を具備するものに限る
(問6)食料自給率に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1一般的に先進国は工業を優先するために食料自給率は低く、我が国の食料自給率、約40%は先進国並みである。

2日本は国土面積が小さいために、昔から食料自給率は高くない。

3戦後、我が国の農地は、開発される面積より都市化等により潰廃された面積が大きく、農地面積の減少と食生活の変化があいまって食料自給率は大幅に減少した。

4食料・農業・農村基本計画では、平成27年度における食料自給率の目標をカロリーベースで70%としている。

解答

1 先進国は食糧自給率が高い　２.昔は高い　昭和３６年は78％　4 45％
(問7)農地整備の役割に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1農地整備により洪水防止や土砂崩壊防止など国土保全機能が発揮される。

2担い手の育成や農地集積は農業経営や人間関係の問題であり、農地整備は直接関係しない。

3整備された農地は、一般的に耕作放棄されにくい。

4農地の整備は労働生産性や土地生産性の向上に不可欠である。

解答

2農地整備も影響する

(問8)農地の整備状況に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1我が国の農地整備は戦後本格的に実施され、全国的にほぼ均質に整備されたところである。

2農地は一度整備すればほぼ永久的なので更新整備は必要ない。

3畑の整備率は畑地かんがい施設の整備された畑の全畑面積に対する割合をいう。

4水田の整備率は59%と畑地の整備率より低い。

解答

1 地域間の格差が大きくなっている
2 更新整備も必要である

３末端農道
(問9)農業用水に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1既存ストックの有効利用のためには、施設の故障が致命的になるまで我慢して長く使うことが重要である。

2農業水利施設は地域の環境や景観を創出し、健全な水循環を形成し、生活用水、防火用水など多面的な機能を発揮している。

3全国の農業用水路の延長は約40万km、基幹的施設は7千箇所にのぼり、25兆円の社会資本ストックを形成している。

4農業農村整備事業においては、すでに約50%が維持・更新費となっている。

解答

1適切な施設診断や予防保全策を実施する
(問10)農村整備に関する記述のうち、不適当なものはどれか。-

1農村地域は、食料生産の場であるとともに地域住民の生活の場であり、生産基盤と生活環境の整備を一体的・総合的に実施することが効果的である。

2生活雑排水や集落排水汚泥などの負の財産は、できるだけ広域に運搬集収し、処理することが効率的である。

3ほ場整備は優良農地の確保と一体的に施設用地や宅地等の非農用地を創出し、生活環境の改善に貢献している。

4集落道もほ場までの通作時間を短縮し、農業生産性の向上に寄与している

解答　
2 小規模分散
(問1)補償額等算定の端数処理で、資料に掲載されている単価を積算に用いる場合の例示のうち、妥当なものはどれか。

1資材単価   456円→積算単価    450円

2資材単価  3,456円→積算単価  3,400円

3資材単価　23,456円→積算単価 23,000円

4資材単価123,456円→積算単価123,000円

解答

1、450　2、3400　3、23000　4、123.000

(問2)地図等の転写に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1転写した地図には、地図の着色に従って着色する。

2転写した地図には、方位、縮尺、市町村名、大字名、字名(隣接字名を含む。)及び地番を記載する。

3転写した地図には、転写を行った者の氏名を記入する。

4地積測量図等の転写は、調査区域内の土地について、管轄登記所に地積測量図等が存する場合に、これを転写又は複写する方法により行う。

解答

3　管轄登記所名　転写年月日も必要

(問3)建物の登記記録の調査内容に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1土地の所在及び地番並びに当該地番に係る最終支号

2①登記名義人の氏名等及び住所等②共有建物については、共有者の持分

3建物に関する所有権以外の権利の登記があるときは、登記名義人の氏名等及び住所等、権利の種類及び内容並びに権利の始期及び存続期間

4①仮登記等があるときは、その内容②その他必要と認める事項

解答

1. 建物の所在地、不動産番号、家屋番号、種類、構造、及び床面積並びに登記原因及びその日付

問題は土地の登記記録

(問4)工作物区分の判断基準に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1機械設備は、原動機等により製品等の製造又は加工等を行うもの、又は製造等に直接係わらない機械を主体とした排水処理施設等をいう。建築設備以外の動力設備(変電設備を含む。)ガス設備、給・排水設備等の配管、配線及び機器類を含む。

2生産設備は、当該設備が製品等の製造に直接・間接的に係わっているもの又は営業を行う上で必要となる設備(建物として取扱うことが相当と認められるものを除く。)

3庭園は、立竹木、庭石、灯籠、築山、池等によって造形されており、総合的美的景観が形成されているものをいう。

4墳墓は、墓地として都道府県知事の許可を受けた区域又はこれと同等と認めることが相当な区域内に存する死体を埋葬し、又は焼骨を埋蔵する施設をいい、これに付随する工作物を含む。(立竹木を除く。)、

解答

4 　立竹木も含む

(問5)標準地比準評価法の作業手順に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1、標準地を選定評価→同一状況地域に区分→用途的地域を地域的特性に着目→各画地の評価

2標準地を選定評価→用途的地域を地域的特性に着目→同一状況地域に区分→各画地の評価

3同一状況地域に区分→用途的地域を地域的特性に着目→標準地を選定評価→各画地の評価

4用途的地域を地域的特性に着目→同一状況地域に区分→標準地を選定評価→各画地の評価

解答4

(問6)事前調査における一般的事項で、建物の所有者ごとに行う調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1建物の敷地ごとに建物等(主なる工作物)の敷地内の位置関係

2建物ごとに目測による間取り平面及び立面

3建物等の所在及び地番並びに所有者の氏名及び住所

4その他調査書の作成に必要な事項

解答

2 目測→実測

(問7)完了図書の作成に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1完了図書の作成とは、国営土地改良事業、直轄地すべり対策事業及び直轄海岸保全事業の完了に伴い必要となる工事完了届の事業成績書を構成する図書を作成することをいう。

2国営土地改良事業の完了図書については、事業出来型調書と土地改良財産調書を作成する。

3事業出来型調書とは、事業年度別決算表と出来型内訳書である。

4土地改良財産調書とは、土地改良施設整理台帳、占・使用台帳、他目的使用調書、土地改良施設整理台帳付属図面、土地改良補償施設整理台帳と引継施設整理台帳である。

解答

2その他関係書類、図面等

(問8)内水面漁業権等調査に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1内水面漁業権等調査とは、内水面における水産動植物の採捕に関する調査をいう。

2内水面漁業権等調査とは、内水面における水産動物の採捕に関する調査をいう。

3内水面漁業権等調査とは、内水面における水産動植物の採捕又は養殖の事業を営む権利に関する調査をいう。

4内水面漁業権等調査とは、内水面における水産動物の採捕又は養殖の事業を営む権利に関する調査をいう。

解答 3

(問9)土地所有権の効力の範囲から除外されている例示に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1鉱業法では、鉱物の採掘権が認められた範囲

2航空法では、航空機の可航領域

3大深度地下使用法(大都市限定)では、地表から100m等以深

4温泉や地下水の関係では、一筆の土地以外の土地

解答

3 40ｍ
(問10)従前事業財産の処分と管理に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1国の基幹的施設を土地改良区等へ管理委託するとき、施設用地の所有権者は、土地改良区等となる。

2国の基幹的施設を土地改良区等へ管理委託するとき、施設の所有権者は、国のままでよい。

3国の末端施設を土地改良区等へ条件付譲与するとき、施設用地の所有権者は、国のままでよい。

4国の末端施設を土地改良区等へ条件付譲与するとき、施設の所有権者は、国のままでよい

解答

１国 3土地改良区等　4　土地改良区等　
(問1)損失補償の方法に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1損失補償の方法としては、金銭補償が原則である。

2権利者の要求が相当であり、その要求が真にやむを得ない場合は現物補償とすることができる。

3現物補償は経済的・合理的であれば、金銭補償額を上廻っても良い。

4損失の補償は特定の財産権を経済的価値に換算して行われるものである

解答

3 金銭補償額を上回らないこと

(問2)損失補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1補償を受ける者の範囲は、土地等の所有権者についてのみ行うことを原則とする。

2土地等の取得又は土地等の使用に係る補償額は、契約締結時の価格により算定するが、その後の価格に変動があった揚合は、差額の追加払いができる。

3反射的利益を享受している者に対しても損失の補償を行うことができる。

4損失の補償は、各人別にするものとし、各人別に見積もることが困難な場合はこの限りでない。

解答

1.及びその他の権利を有するもの
2.追加払いは行わない

3反射利益補償しない

4個別払いの原則　妥当である
(問3)土地の補償額算定の基本原則に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1取得する土地(土地の附加物を含む)に対しては、正常な取引価格をもって補償するものとする。

2取得する土地に建物等があって、その土地とともにその土地の上にある建物等の移転料の方が高くなる場合は、建物等を含んで補償することができる。

3火葬場、下水処理場等の設置が予想されることにより、土地の取引価格が低下した場合においても、その低下した価格でなく事業の影響がないものとして予想される価格によって補償することができる。

4土地の附加物とは、土留設備、石垣、石段等で土地に附加され、土地と一体となって効用を有するものをいう。

解答

2　建物なないものとしての当該土地の正常な取引価格
問4)土地に関する所有権以外の権利に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1地上権とは、他人の土地において工作物又は竹木を所有するため、その土地を使用し得る物権であり、工作物とは、建物・溝渠・トンネル等の地上及び地下の一切の建造物をいい、竹木とは、主として植栽の目的となる植物であって耕作の目的となる稲、桑、茶、果樹などが含まれる。

2永小作権とは、小作料を払って、他人の土地で耕作又は牧畜をする物権であるが、この権利は慣習によって成立したものが多い。

3抵当権は、債務者又は第三者が占有を移さずに債務の担保に供した目的物につき優先弁済を受ける権利である。

4入会権は、一定の地方の住民が一定の山林原野を共同に管理し、共同に収益を享受する権利であり、共有の性質を有する入会権と共有の性質を有しない入会権がある。

解答

1 含まれない
(問5)庭木等の補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1土地等の取得又は使用に伴い庭木等が存する場合で、伐採することが相当であると認められるときは、当該庭木等の正常な取引価格をもって補償するものとする。

2庭木等とは、観賞上の価値を有する立木及び防風、防雪又は風致等の効用を有する立木で住宅等にあるものをいう。

3移植に伴い通常生ずる損失は、移植に伴う枯損による損失は認められるが、収穫樹の場合の移植に伴う減収による損失は認められない。

4庭木等が防風等の効用を有している場合、その効用を維持又は再現するに必要な防風ネット等の代替工作物の設置に要する費用を当該庭木等の正常な取引価格に代えての補償はできない。

解答

1.正常な取引価格＋伐採除却費－発生材価格

3収益樹の残存効用年数期間の純収益を補償

4できる

(問6)農業廃止の補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1農業の継続が不能となると認められるときにおける農具等の売却損の対象となる固定資産としては、農業用建物等、大農具、動物、植物がある。

2農業用流動資産については、階層別保有価額に当該地域の実情に応じて適正に定めた売却損率(30%ないし50%の範囲内で当該地域の実情に応じて適正に定めた率)を乗じて得た額とする。

3転業に通常必要とする期間中の従前の所得相当額(法人経営の場合は従前の収益相当額)を補償するものとし、転業に通常必要とする期間は5年間とする。

4所得相当額に係る農業粗収入は、過去3か年ないし5か年間の平均収穫量(豊凶の著しい年を除く。)を基準とし、算定時の生産者価格により算定する。

解答

3　３年

(問7)既存公共施設等に対する補償の原則に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1ダム建設事業により従前の道路又は橋梁にかえて渡船施設を補償する場合を「異種施設」

の補償という。

2道路の付替等で盛土にかえてその一部を燧道、鉄橋とした場合を「異種施設」の補償という。

3電線路の付替え等で当該電線路が道路又は河川等を横架することによりその一部をコンクリート柱にかえて鉄塔とした場合等部分的な構造の変更であっても「異種施設」の補償という。

4水力発電所にかえて火力発電所を建設する場合は「同種施設」の補償という。

解答

2同種　3同種　４異種

(問8)土地代に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1道路、鉄道、電線路等の施設については、延長、幅員、構造及び工費等を総合的に考慮して、技術的、経済的に合理的と認められる地点を選定する。

2建物等の施設については、廃止又は休止する敷地の総価額を標準として当該施設の有する公共性、公益性及び地縁性等を総合的に考慮して合理的と認められる地点を選定する。

3公共施設等を合理的な建設地点に建設するなめに必要な土地を取得する場合は、一般補償基準に基づいて算定するものとする。

4廃止施設敷地に残地が生じる場合には、当該残地の正常な取引価格(敷地の一部を取得することによって生ずる利用価値の減少等を考慮した価格)は控除しないものとする。

解答

4　控除する

(問9)立毛補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1立毛とは、稲、麦、野菜等及び桑、茶が含まれる。

2当該立毛に市場価格がある場合であっても市場価格は控除しない。

3農作物を作付けするためにすでに費用を投下した場合は、当該費用を補償することができる。

4立毛補償の算定は、当該立毛の粗収入から農業経営費を控除したものとし、農業経営費に自家労働費を含むものとする。

解答

1　桑、茶は収穫樹補償　2控除する　3正解　　4自家労働費は含まない
(問10)果樹等の伐採補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1未収益樹の伐採補償の算定は、現在までに要した経費の後価合計額とする。

2収益樹の伐採補償の算定は、残存効用年数に対する純収益の前価合計額とする。

3果樹等の収穫樹は、果樹を対象とし、桑樹、茶樹、うるし樹のような樹木の葉、液等を年々収穫するものは含まない。

4収益樹の伐採補償額を算定する場合の年利率は要綱では6パーセントである。(用対連では平成20年度は年利率3パーセントとしている。)

解答

3　含む
